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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

回次 第140期中 第141期中 第142期中 第140期 第141期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 108,359 111,860 123,787 219,393 237,552

経常利益（百万円） 3,903 5,535 8,889 9,247 15,338

中間（当期）純利益（百万円） 1,303 2,296 5,655 6,038 11,012

純資産額（百万円） 117,039 124,099 143,488 124,451 134,395

総資産額（百万円） 306,602 304,039 321,208 308,816 308,924

１株当たり純資産額（円） 459.91 487.87 564.73 488.90 528.35

１株当たり中間（当期）純利益金
額（円） 

5.12 9.03 22.25 23.52 43.01

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

― ― ― ― ―

自己資本比率（％） 38.2 40.8 44.7 40.3 43.5

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

14,242 10,272 16,879 27,709 25,618

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

△7,399 △9,363 △10,030 △16,281 △15,772

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

△18,731 △5,238 △5,379 △27,852 △17,393

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（百万円） 

26,580 17,993 16,259 22,215 14,800

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）(人) 

4,627 
(  464)

4,631
(  578)

4,676
(  546)

4,568 
(  492)

4,584
(  561)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、化学品、特殊品、セメント建材その他の３部門に関連する事業を主に行ってい

る。 

 当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりである。 

  

＜化学品事業＞ 

 主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はない。 

  

＜特殊品事業＞ 

 主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はない。 

  

＜セメント建材その他事業＞ 

 主な事業内容の変更はない。 

 関西トクヤマ販売㈱は、設立、事業開始に伴い、連結子会社となった。 

  

回次 第140期中 第141期中 第142期中 第140期 第141期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 71,478 72,508 80,524 145,097 155,403

経常利益（百万円） 2,627 3,513 6,554 6,602 8,688

中間（当期）純利益（百万円） 1,265 2,819 4,509 4,814 7,620

資本金（百万円） 19,273 19,273 19,273 19,273 19,273

発行済株式総数（千株） 254,971 254,971 254,971 254,971 254,971

純資産額（百万円） 111,300 118,998 133,032 117,833 125,324

総資産額（百万円） 244,936 249,172 269,179 248,966 258,320

１株当たり純資産額（円） 437.36 467.81 523.58 462.92 492.69

１株当たり中間（当期）純利益金
額（円） 

4.97 11.08 17.74 18.74 29.71

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

― ― ― ― ―

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

3.00 3.00 3.00 6.00 6.00

自己資本比率（％） 45.4 47.8 49.4 47.3 48.5

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）(人) 

2,157 
(  ―)

2,052
(  ―)

2,009
(  ―)

2,113 
(  ―)

2,004
(  ―)



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となった。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であり、臨時従業員数（パートタイマーを含み、派遣社員は除く。）は、当中間連結会計期間の平均人員を

（  ）内に外数で記載している。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであ

る。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数（パー

トタイマーを含み、派遣社員は除く。）は、当中間会計期間の平均人員を（  ）内に外数で記載している。 

  

(3）労働組合の状況 

労働組合との間に特に記載すべき事項はない。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 
  
関西トクヤマ販売
㈱ 

大阪市 
中央区 

80 
セメント及び生コンクリ
ートの仕入・販売 

100.0

当社より製品を購入し、連結子
会社へ製品を供給している。 
なお、当社より資金貸付を行っ
ている。 
役員の兼任等……有 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

化学品 1,166 （163） 

特殊品 1,499 （113） 

セメント建材その他 1,599 （270） 

全社（共通） 412 （ ―） 

合計 4,676 （546） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 2,009（ ―） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、旺盛な中国需要や好調なアメリカ経済に支えられ、自動車、石油化学、ＩＴ関

連分野を中心として景気回復の途上にある。しかしながら、原油価格に代表される原燃料の高騰や物流コストの上昇は、景気

の先行きに対する不安材料となってきている。 

このような状況のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）としては、企業価値向上に向けた成長

戦略を確実なものとするため、投資の重点化を図るとともにあらゆる面でのコスト削減に努めた。また営業面においても収益

確保のための販売価格の維持・是正や新規ユーザーの獲得に最大限の努力を重ねてきた。 

その結果、当中間連結会計期間の業績は、以下のとおりとなった。 

  

セグメント別の状況 

  

＜化学品事業＞ 

・化成品事業 

苛性ソーダ、プロピレンオキサイド、イソプロピルアルコールは国内外の旺盛な需要を背景とした堅調な出荷ならびに販

売価格是正により増収となった。一方、原燃料価格高騰の影響を受け業績は伸び悩んだ。珪酸ソーダ・カレットは主力の土

壌硬化用途が振るわず、厳しい状況が続いた。 

新第一塩ビ㈱は原料コストや補修費などの増加があったものの、前年度後半からの市況改善を受け、業績は堅調に推移し

た。 

・フィルム事業 

サン・トックス㈱および天津陽光塑料有限公司は継続的な合理化や価格修正に取り組んでいるが、原料高によるコスト

アップを補えず業績は伸び悩んでいる。 

  

以上の結果、当セグメントの売上高は487億１千万円（前年同期比8.9％増）、営業利益は36億２千万円（前年同期比

12.4％増）で増収増益となり、売上高全体に占める割合は39.4％となった。 

  

＜特殊品事業＞ 

・Ｓｉ事業 

多結晶シリコンの需要は、引き続き旺盛に推移した。製品価格の是正が前年度後半の海外向けに続き国内向けでも実現し

たことにより業績は好調に推移した。 

機能性粉体においては、乾式シリカは、中国向けを中心とした活況が続いており出荷は順調に伸びた。湿式シリカはタイ

ヤ向け等への需要増が見られたものの原材料の高騰を製品価格に転嫁できず業績は低迷した。 

・機能材料事業 

半導体・液晶向け高純度薬品は、海外のグループ企業を含めて現像液や電子工業向けイソプロピルアルコールが出荷増と

なったが、原料価格高騰、減価償却費増のため業績は伸び悩んだ。ファインケミカルは眼鏡レンズ材料の伸長が牽引し、業

績は回復しつつある。窒化アルミニウム（シェイパル）は、引き続き合理化ならびに新規分野開拓に注力した。 

㈱エイアンドティーは、臨床検査試薬の販売は順調に増加したが、臨床検査機器システムの不振、販売費・一般管理費等

の増加により業績は低迷した。㈱トクヤマデンタルは堅調に推移した。ガスセンサ関連事業のフィガロ技研㈱は海外市場が

調整局面を迎えたことに加え競争激化が重なり業績は伸び悩んだ。イオン交換樹脂膜関連事業のユーロディアは予定した物

件が受注できず、業績は悪化した。 

  

以上の結果、当セグメントの売上高は354億円（前年同期比11.6％増）、営業利益は66億９千万円（前年同期比70.3％増）

で増収増益となり、売上高全体に占める割合は28.6％となった。 

  

＜セメント建材その他事業＞ 

        （単位：億円) 

  売上高 営業利益 経常利益 中間純利益 

当中間連結会計期間 1,237 103 88 56 

前中間連結会計期間 1,118 70 55 22 

増減率 10.7％ 47.9％ 60.6％ 146.3％ 



・セメント事業 

公共投資縮減の鈍化や大都市圏での民間建設需要の回復等もあり、セメントの国内需要減少に一服感が出てきたが、原燃

料価格の高騰によるコストアップの影響が大きく、厳しい事業環境が続いた。このような状況のもとで、価格是正、販売数

量の維持、土質改良用固化材の拡販などに取り組んだが、原燃料のコストアップを吸収するには至らず、業績は低迷した。

一方、資源環境事業は石炭灰や建設発生土等の受入拡大が寄与し、順調に業績を伸ばした。 

・建材事業 

樹脂サッシ事業を展開するシャノングループは、関東以西での拡販に努め増収となったが、原材料価格の上昇等により収

益は伸び悩んだ。 

・その他事業 

運送、不動産管理等の事業から成るその他事業においては、グループ全体でのコストダウンや業務効率化に努めた。 

  

以上の結果、当セグメントの売上高は396億６千万円（前年同期比12.0％増）、営業利益は14億４千万円（前年同期比

9.9％増）で増収増益となり、売上高全体に占める割合は32.0％となった。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益の増加や売上債権

の減少があったものの、たな卸資産の増加、設備投資、出資金の払込による支出の増加、コマーシャルペーパーや借入金の返

済等により、前中間連結会計期間末に比べ17億３千万円減少し、162億５千万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は168億７千万円（前年同期比64.3％増）となった。 

主な内容は、税金等調整前中間純利益が92億８千万円（前年同期比110.6％増）、売上債権の減少による収入増26億円、たな

卸資産の増加による収入減27億８千万円及び法人税等の支払額20億７千万円等によるものである。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は100億３千万円（前年同期比7.1％増）となった。 

主な内容は、設備投資による支出88億３千万円や出資金の払込による支出15億６千万円等によるものである。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は53億７千万円（前年同期比2.7％増）となった。 

主な内容は、コマーシャルペーパーの償還による支出30億円、借入金の返済による純支出13億９千万円等によるものであ

る。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）受注状況 

特殊品事業及びセメント建材その他事業の一部を除いて受注生産を行っていない。 

  

(3）販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はない。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

化学品 47,970 12.4 

特殊品 32,120 13.4 

セメント建材その他 26,330 7.6 

合計 106,421 11.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

化学品 48,715 8.9 

特殊品 35,409 11.6 

セメント建材その他 39,661 12.0 

合計 123,787 10.7 



５【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動は、本年度よりスタートした新３ヶ年経営計画と密接に連携し、成長分

野である「情報・電子」、「環境・エネルギー」、「生活・医療」の各分野に研究開発を重点化した。顧客を起点とする「次な

る中長期企業価値向上シナリオ」に取り組む中で、各事業部門直下の研究開発とコーポレート研究開発の２本立て体制を取っ

た。コーポレート分野を担当する研究開発部門では、「光と結晶」をキーワードにした新規材料分野の研究開発を中心に取り組

んだ。当社の研究開発にとって最大の使命は、製品の機能と品質で差別化できる新製品、新事業を継続的、計画的に創出するこ

とにより中長期的に収益率の向上を実現することである。 

効率的な研究開発を進めるため、多くの外部研究機関との連携を進めた。コーポレート研究における産学連携成果の一つとし

て、次世代半導体製造装置のＡｒＦレーザー液浸ステッパー用レンズ向けに、チョクラルスキー法により世界で初めて成功した

300mm径のフッ化カルシウム単結晶がある。この単結晶の研究開発は事業化段階に移行しつつあり、現在、徳山製造所で生産体制

作りを行っている。これにより次世代ステッパーの実現に少なからず貢献できるものと期待している。その他、コーポレート研

究として、直接メタノール型燃料電池用の炭化水素型電解質膜の開発を進めており、顧客評価を受けながら製品化を目指してい

る。 

各事業部門の開発グループも、顧客との接点を軸に事業再構築を図る企画グループと連携しながら、新製品・新分野の開拓を

推進した。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発人員は約500名、研究開発費は45億円であった。なお、研究開発費につい

ては、各事業部門に配分できない基礎研究費用13億８千万円が含まれている。 

各事業別の研究開発の状況および研究開発費は次のとおりである。 

  

＜化学品事業＞ 

塩化ビニル樹脂については、コストダウンおよび顧客の要求に対応したグレード改良を継続している。サン・トックス㈱にお

いては、産業用途向け高品質フィルムなど顧客ニーズに沿って既存製品の改良と新製品の開発を進めた。微多孔質フィルム事業

では高耐侯性グレードの開発などを継続して行った。㈱トクヤマシルテックでは結晶性珪酸ナトリウムの環境分野への応用開発

を進めた。当事業に係る研究開発費は５億２千万円であった。 

  

＜特殊品事業＞ 

多結晶シリコンでは、太陽電池用グレードの新製造技術の開発を進め年産２百トン規模の実証プラントの建設を進めた。本建

設はＮＥＤＯより平成16年度「太陽光発電システム普及加速型技術開発事業」として採択されたものである。窒化アルミニウム

については、次世代照明器具の本命とされる白色発光ダイオードランプ用パッケージの研究開発に注力した。㈱トクヤマデンタ

ルについては、オンリーワン製品の開発を目指し、新コンポジットレジンを上市した。㈱エイアンドティーにおいては、臨床検

査の質の向上と効率化を追及し、幅広い顧客ニーズを先取りした製品開発を進めた結果、新自動検体検査装置を上市した。フィ

ガロ技研㈱においては、高性能ガスセンサと応用製品の研究開発を進め、パーソナルＶＯＣモニターなどを上市した。㈱アスト

ムでは、技術力強化のため新規イオン交換体と膜分離システムの開発を継続した。当事業に係る研究開発費は21億８千万円で

あった。 

  

＜セメント建材その他事業＞ 

種々の廃棄物をセメント原燃料化するための研究開発については積極的に継続している。また、セメント・コンクリートの基

礎研究も進めており、生産技術ならびに品質改良に貢献している。㈱シャノンにおいては、ビル用サッシおよび防火窓の開発な

どを行った。㈱トクヤマエムテックでは、早強グラウト材とセメント系地盤注入用途薬液の製品化などを行った。当事業に係る

研究開発費は４億１千万円であった。 

  

  



第３【設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、多種多様な事業を行っており、設備の状況の記載にあたっては、有価証券報告書にお

いて「設備投資等の概要」、「主要な設備の状況」並びに「設備の新設、除却等の計画」に関して個々の設備ごとに記載する方法

ではなく、事業の種類別セグメントごとに記載する方法によっている。 

 また、半期報告書においては、「主要な設備の状況」は前連結会計年度末からの重要な異動について個別会社、事業あるいは設

備ごとに記載し、「設備の新設、除却等の計画」については連結会計年度末並びに中間連結会計期間末時点では個々の案件ごとに

決定していないため、中間連結会計期間末時点の新設計画並びに中間連結会計期間の設備の完成の状況は、事業の種類別セグメン

トごとに記載する方法によっている。 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末現在における当連結会計年度１年間の設備投資（新設及び除却）計画は、当中間連結会計期間末現在において

次のとおり変更されている。なお、計画数値は、当中間連結会計期間において投資（有形固定資産受入ベース）された金額を除い

ている。 

（注）１．設備投資計画の所要資金は、主として増資資金を充当する予定である。 

   ２．重要な設備の除却については、変更はない。 

   ３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

   ４．当中間連結会計期間の設備投資金額（有形固定資産受入ベース） 

（注）１．所要資金は、自己資金を充当した。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 設備投資計画金額（百万円） 設備等の主な内容・目的 

化学品 4,952 電解設備増強・更新など

特殊品 3,871
太陽電池用多結晶シリコン実証プラント建設
など 

セメント建材その他 3,065 廃棄物燃料化設備の増強など 

小計 11,888 ―

消去又は全社 941 ―

合計 12,829 ―

事業の種類別セグメントの名称 設備投資金額（百万円） 設備等の主な内容・目的 

化学品 3,248 電解設備増強・更新など

特殊品 4,173
太陽電池用多結晶シリコン実証プラント建設
など 

セメント建材その他 2,122 廃棄物燃料化設備の増強など 

小計 9,543 ―

消去又は全社 2,168 ―

合計 11,711 ―



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．平成17年10月13日を払込期日とする公募増資（一般募集）により、発行済株式総数が18,000千株、資本金が9,306百万円

及び資本準備金が9,297百万円増加している。 

２．平成17年11月４日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が2,700千株、資本金が1,395百万円及び資

本準備金が1,394百万円増加している。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 700,000,000 

計 700,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 254,971,876 275,671,876
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

― 

計 254,971,876 275,671,876 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 254,971 ― 19,273 ― 23,495 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社   17,377千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 15,815 

２．フィデリティ投信株式会社から平成17年10月14日付で提出された大量保有報告書の写しの送付があり、平成17年９月30

日現在で20,053千株を保有している旨の報告を受けているが、当社としては、平成17年９月30日現在の実質所有株式数

の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。 

３．住友信託銀行株式会社及びその共同保有者であるThe Sumitomo Trust Finance(H.K.)Ltd.から平成16年12月７日付で提

出された大量保有報告書に関する変更報告書の写しの送付があり、平成16年10月８日現在でそれぞれ以下のとおり株式

の保有をしている旨の報告を受けているが、当社としては、各社の平成17年９月30日現在の実質所有株式数の確認がで

きないため、上記大株主の状況には含めていない。 

４．株式会社ＵＦＪ銀行及びその共同保有者であるＵＦＪ信託銀行株式会社、ＵＦＪパートナーズ投信株式会社、ＵＦＪつ

ばさ証券株式会社、株式会社ＵＦＪエクイティインベストメンツ、ＵＦＪトラストエクイティ株式会社から平成17年８

月11日付で提出された大量保有報告書に関する変更報告書の写しの送付があり、平成17年７月31日現在でそれぞれ以下

のとおり株式を保有している旨の報告を受けているが、当社としては、各社の平成17年９月30日現在の実質所有株式数

の確認ができないため、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載している。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 17,377 6.82 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 15,815 6.20 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 15,534 6.09 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 9,651 3.79 

ステート ストリート バンク アン
ド トラスト カンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務
室） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

9,453 3.71 

明治安田生命保険相互会社 東京都新宿区西新宿一丁目９番１号 8,090 3.17 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦三丁目21番24号 7,884 3.09 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 7,864 3.08 

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町四丁目２番36号 7,798 3.06 

ザ チェース マンハッタン バンク 
（常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務
室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

7,282 2.86 

計 ― 106,750 41.87 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 11,727 4.60 

The Sumitomo Trust Finance
(H.K.)Ltd. 

Suites 704-706, 7th Floor, Three 
Exchange Square, 8 Connaught Place, 
Central, Hong Kong 

30 0.01 



氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦三丁目21番24号 7,884 3.09 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 4,707 1.85 

ＵＦＪパートナーズ投信株式会社 東京都中央区日本橋二丁目３番４号 41 0.02 

ＵＦＪつばさ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目１番３号 178 0.07 

株式会社ＵＦＪエクイティインベ
ストメンツ 

東京都千代田区大手町一丁目１番１号 － － 

ＵＦＪトラストエクイティ株式会
社 

東京都中央区日本橋小網町７番２号 2,304 0.90 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含まれている。 

  

②【自己株式等】 

 （注）１．この他株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が4,000株（議決権の数４個）ある。 

なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれている。 

２．「他人名義所有株式数」で徳山運輸株式会社所有の株式はトクヤマ協力会社持株会の名義となっている。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   946,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 250,999,000 250,999 ― 

単元未満株式 普通株式  3,026,876 ― ― 

発行済株式総数 254,971,876 ― ― 

総株主の議決権 ― 250,999 ― 

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社トクヤマ 
山口県周南市御影
町１番１号 

887,000 ― 887,000 0.35 

徳山運輸株式会社 
山口県周南市三笹
町20番８号 

44,000 15,000 59,000 0.02 

計 ― 931,000 15,000 946,000 0.37 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 843 853 822 905 997 1,150 

最低（円） 732 788 760 786 867 946 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

山口監査法人により中間監査を受けている。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    17,815 16,707  15,028 

２．受取手形及び売掛
金 

   59,697 62,319  64,918 

３．有価証券    557 49  57 

４．たな卸資産 ※２  23,606 25,752  22,943 

５．その他    9,607 8,903  10,006 

６．貸倒引当金    △317 △289  △198 

流動資産合計    110,968 36.5 113,443 35.3  112,756 36.5

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 
※1,2 
3 

    

(1）建物及び構築物   38,660  37,629 38,023  

(2）機械装置及び運
搬具 

  66,611  64,399 65,312  

(3）工具・器具・備
品 

  3,739  3,483 3,637  

(4）土地   28,308  28,560 28,059  

(5）建設仮勘定   5,528 142,846 47.0 9,139 143,212 44.6 5,286 140,318 45.4

２．無形固定資産       

(1）連結調整勘定   265  106 193  

(2）その他   1,524 1,790 0.6 1,866 1,973 0.6 1,706 1,900 0.6

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券 ※２ 37,156  49,441 42,591  

(2）その他 ※２ 12,168  14,304 12,728  

(3）投資等評価引当
金 

  △555  △539 △542  

(4）貸倒引当金   △335 48,433 15.9 △627 62,578 19.5 △827 53,949 17.5

固定資産合計    193,071 63.5 207,764 64.7  196,168 63.5

資産合計    304,039 100.0 321,208 100.0  308,924 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

   31,775 35,371  34,976 

２．短期借入金    22,406 15,927  14,833 

３．コマーシャルペー
パー 

   5,500 －  3,000 

４．一年以内償還の社
債 

   － 4,800  － 

５．未払法人税等    2,483 3,572  2,442 

６．賞与引当金    2,102 2,203  2,098 

７．修繕引当金    3,732 4,550  3,945 

８．その他    18,944 21,864  20,526 

流動負債合計    86,945 28.6 88,290 27.5  81,823 26.5

Ⅱ 固定負債       

１．社債    34,800 30,000  34,800 

２．長期借入金    38,029 34,425  36,670 

３．退職給付引当金    9,069 9,155  8,528 

４．役員退職慰労引当
金 

   695 853  833 

５．繰延税金負債    6,844 10,704  7,876 

６．その他    571 148  150 

固定負債合計    90,010 29.6 85,286 26.5  88,860 28.8

負債合計    176,955 58.2 173,577 54.0  170,683 55.3

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    2,984 1.0 4,142 1.3  3,845 1.2

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    19,273 6.4 19,273 6.0  19,273 6.2

Ⅱ 資本剰余金    23,495 7.7 23,497 7.3  23,496 7.6

Ⅲ 利益剰余金    71,564 23.5 84,341 26.3  79,521 25.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   11,255 3.7 17,800 5.5  13,651 4.4

Ⅴ 為替換算調整勘定    △1,271 △0.4 △987 △0.3  △1,242 △0.4

Ⅵ 自己株式    △217 △0.1 △438 △0.1  △306 △0.1

資本合計    124,099 40.8 143,488 44.7  134,395 43.5

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   304,039 100.0 321,208 100.0  308,924 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    111,860 100.0 123,787 100.0  237,552 100.0

Ⅱ 売上原価    79,283 70.9 84,854 68.5  167,432 70.5

売上総利益    32,577 29.1 38,932 31.5  70,120 29.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

      

１．販売費 ※１ 16,901  19,066 34,410  

２．一般管理費 ※２ 8,657 25,559 22.8 9,488 28,555 23.1 17,536 51,947 21.9

営業利益    7,018 6.3 10,377 8.4  18,172 7.6

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   38  34 70  

２．受取配当金   189  283 301  

３．持分法による投資
利益 

  400  127 1,384  

４．営業譲渡益   400  400 800  

５．雑収入   840 1,869 1.6 862 1,708 1.4 1,471 4,028 1.7

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   1,046  811 1,889  

２．出向者労務費差額
負担 

  936  936 1,820  

３．休止部門費   －  326 －  

４．雑支出   1,369 3,352 3.0 1,121 3,196 2.6 3,153 6,862 2.9

経常利益    5,535 4.9 8,889 7.2  15,338 6.4

Ⅵ 特別利益       

１．土地等売却益   57  96 57  

２．投資有価証券売却
益 

  154  318 154  

３．国庫補助金収入   334  339 396  

４．移転補償金収入   －  311 1,985  

５．貸倒引当金等戻入
額 

  143  － －  

６．関係会社精算益   －  － 76  

７．その他の特別利益   － 690 0.6 － 1,066 0.9 50 2,721 1.2

        



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失       

 １．土地等売却損   －  － 78  

２．固定資産圧縮損   281  569 1,555  

３．固定資産処分損   51  62 423  

４．減損損失 ※３ 1,401  － 1,401  

５．貸倒引当金等繰入
額 

  －  － 278  

６．退職給付会計基準
変更時差異 

  53  － 107  

７．災害損失   －  34 204  

８．関係会社整理損   －  － 48  

９．特別退職金   －  － 160  

10．その他の特別損失   28 1,816 1.6 － 667 0.6 74 4,331 1.8

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   4,409 3.9 9,288 7.5  13,728 5.8

法人税、住民税及
び事業税 

※４ 1,658  3,171 3,205  

法人税等調整額   － 1,658 1.4 － 3,171 2.5 △1,798 1,407 0.6

少数株主利益（減
算：△） 

   △454 △0.4 △462 △0.4  △1,309 △0.6

中間（当期）純利
益 

   2,296 2.1 5,655 4.6  11,012 4.6

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    23,495 23,496  23,495

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．自己株式処分差益   0 0 0 0 1 1 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   23,495 23,497  23,496

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    71,184 79,521  71,184

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   2,296 5,655 11,012 

２．連結子会社減少に伴
う増加 

  － 2,296 － 5,655 5 11,017

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   763 762 1,526 

２．取締役賞与   54 72 54 

３．連結子会社減少に伴
う減少 

  32 － 32 

４．持分法適用会社減少
に伴う減少 

  879 － 879 

５．持分変動に伴う減少   187 1,916 － 835 187 2,679

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   71,564 84,341  79,521

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  4,409 9,288 13,728 

減価償却費   8,742 8,436 18,336 

引当金の増加額   498 1,398 624 

受取利息及び受取配
当金 

  △228 △318 △372 

為替差損益（利益：
△） 

  △24 52 △69 

固定資産売却損益
（利益：△） 

  △57 △96 20 

投資有価証券売却益   △154 △318 △154 

持分法による投資利
益 

  △400 △127 △1,384 

国庫補助金収入   － △339 △396 

移転補償金収入   － △311 △1,985 

支払利息   1,046 811 1,889 

固定資産圧縮損   281 569 1,555 

減損損失   1,401 － 1,401 

固定資産処分損   51 62 423 

退職給付会計基準変
更時差異 

  53 － 107 

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △1,323 2,609 △6,489 

たな卸資産の増加額   △1,029 △2,787 △368 

その他の流動資産の
増減額（増加：△） 

  △943 1,137 △741 

仕入債務の増加額   517 331 3,642 

その他の流動負債の
増減額（減少：△） 

  220 △1,420 △520 

役員賞与の支払額   △61 △79 △61 

その他   △880 251 193 

小計   12,118 19,150 29,379 

利息及び配当金の受
取額 

  489 609 644 

利息の支払額   △1,034 △803 △1,866 

法人税等の支払額   △1,301 △2,076 △2,538 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  10,272 16,879 25,618 



  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金預入による
支出 

  △69 △347 △115 

定期預金払戻による
収入 

  20 126 162 

有価証券の取得によ
る支出 

  △56 △49 △49 

有価証券の売却によ
る収入 

  56 56 49 

有形固定資産の取得
による支出 

  △8,453 △8,836 △16,510 

有形固定資産の売却
による収入 

  178 204 567 

投資有価証券の取得
による支出 

  △907 △117 △960 

投資有価証券の売却
による収入 

  2,359 424 2,441 

出資金払込による支
出 

  － △1,561 － 

貸付による支出   △2,583 △44 △2,904 

貸付金の回収による
収入 

  124 223 324 

国庫補助金等による
収入 

  － 552 2,382 

その他   △33 △663 △1,159 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △9,363 △10,030 △15,772 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の減少額   △3,118 △151 △9,506 

コマーシャルペーパ
ーの増減額 (減少：
△) 

  5,500 △3,000 3,000 

長期借入による収入   3,327 450 3,526 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △5,291 △1,692 △7,906 

社債の発行による収
入 

  5,000 － 5,000 

社債の償還による支
出 

  △9,800 － △9,800 

配当金の支払額   △763 △762 △1,526 

少数株主への配当金
の支払額 

  △57 △91 △57 

自己株式の増加額   △35 △131 △122 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △5,238 △5,379 △17,393 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  0 △11 24 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 (減少:△) 

  △4,329 1,458 △7,522 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  22,215 14,800 22,215 

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現
金及び現金同等物の増
加額 

  108 － 108 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  17,993 16,259 14,800 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(イ)連結子会社 43社  (イ)連結子会社 43社  (イ)連結子会社 42社 

主要な連結子会社は、新第一塩ビ

㈱、サン・アロー化成㈱、サン・

トックス㈱、トミテック㈱、天津

陽光塑料有限公司、上海徳山塑料

有限公司、㈱トクヤマシルテッ

ク、㈱エイアンドティー、フィガ

ロ技研㈱、㈱トクヤマデンタル、

Tokuyama Siam Silica 

Co.,Ltd.、台湾徳亞瑪股份有限公

司、Tokuyama Electronic 

Chemicals Pte.Ltd.、㈱アスト

ム、Eurodia Industrie S.A.、

Tokuyama Asia Pacific 

Pte.Ltd.、 FIGARO USA, Inc.、 

徳山生コンクリート㈱、西部徳山

生コンクリート㈱、川崎徳山生コ

ンクリート㈱、㈱トクヤマ通商、

オグリ湘南㈱、㈱トクショウ、㈱

シャノン、東北シャノン㈱、はち

まる産業㈱、㈱トクヤマエムテッ

ク、㈱トクヤマロジスティクス、

周南システム産業㈱である。 

前連結会計年度まで非連結子会社

であった上海徳山塑料有限公司

は、事業開始に伴い、当中間連結

会計期間より連結の範囲に含め

た。 

当中間連結会計期間中に設立し、

事業を開始した㈱トクシン、及び

株式を取得したことにより子会社

となったその他１社を連結の範囲

に含めた。 

前連結会計年度まで連結子会社で

あったPornpat Chemicals 

Co.,Ltd.は、当中間連結会計期間

中に社名をTokuyama Siam Silica 

Co.,Ltd.に変更した。 

前連結会計年度まで連結子会社で

あった㈱トクヤマホームプロダク

ツは、会社清算結了に伴い、当中

間連結会計期間より連結の範囲か

ら除外した。 

主要な連結子会社は、新第一塩ビ

㈱、サン・アロー化成㈱、サン・

トックス㈱、トミテック㈱、天津

陽光塑料有限公司、上海徳山塑料

有限公司、㈱トクヤマシルテッ

ク、㈱エイアンドティー、フィガ

ロ技研㈱、㈱トクヤマデンタル、

Tokuyama Siam Silica 

Co.,Ltd.、台湾徳亞瑪股份有限公

司、Tokuyama Electronic 

Chemicals Pte.Ltd.、㈱アスト

ム、Eurodia Industrie S.A.、

Tokuyama Europe GmbH、徳山生コ

ンクリート㈱、西部徳山生コンク

リート㈱、川崎徳山生コンクリー

ト㈱、㈱トクヤマ通商、オグリ湘

南㈱、㈱トクショウ、関西トクヤ

マ販売㈱、㈱シャノン、東北シャ

ノン㈱、はちまる産業㈱、㈱トク

ヤマエムテック、㈱トクヤマロジ

スティクス、周南システム産業㈱

である。 

当中間連結会計期間中に設立し、

事業を開始した関西トクヤマ販売

㈱を連結の範囲に含めた。 

主要な連結子会社は、新第一塩ビ

㈱、サン・アロー化成㈱、サン・

トックス㈱、トミテック㈱、天津

陽光塑料有限公司、上海徳山塑料

有限公司、㈱トクヤマシルテッ

ク、㈱エイアンドティー、フィガ

ロ技研㈱、㈱トクヤマデンタル、

Tokuyama Siam Silica 

Co.,Ltd.、台湾徳亞瑪股份有限公

司、Tokuyama Electronic 

Chemicals Pte.Ltd.、㈱アスト

ム、Eurodia Industrie S.A.、

Tokuyama Europe GmbH、徳山生コ

ンクリート㈱、西部徳山生コンク

リート㈱、川崎徳山生コンクリー

ト㈱、㈱トクヤマ通商、オグリ湘

南㈱、㈱トクショウ、㈱シャノ

ン、東北シャノン㈱、はちまる産

業㈱、㈱トクヤマエムテック、㈱

トクヤマロジスティクス、周南シ

ステム産業㈱である。 

前連結会計年度まで非連結子会社

であった上海徳山塑料有限公司

は、事業開始に伴い、重要性が増

したため、当連結会計年度より連

結の範囲に含めた。 

当連結会計年度中に設立し、事業

を開始した㈱トクシン、及び株式

を取得したことにより子会社とな

ったその他１社を連結の範囲に含

めた。 

Pornpat Chemicals Co.,Ltd.は、

当連結会計年度中に社名を

Tokuyama Siam Silica Co.,Ltd.

に変更した。 

前連結会計年度まで連結子会社で

あった㈱トクヤマホームプロダク

ツは、会社清算結了に伴い、当連

結会計年度より連結の範囲から除

外した。 

なお、当連結会計年度に連結の範

囲に含めたその他１社は、当連結

会計年度末に清算会社となり重要

性がなくなったため、損益計算書

のみ連結した。 

  



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (ロ)非連結子会社はない。 (ロ)非連結子会社はSiam Silica 

Co.,Ltd.、及びその他１社であ

る。 

非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていない。 

(ロ) 非連結子会社はSiam Silica 

Co.,Ltd.である。 

非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていない。 

２．持分法の適用に関する

事項 

(イ)持分法適用関連会社 16社 (イ)持分法適用関連会社 16社 (イ)持分法適用関連会社 16社 

主要な持分法適用関連会社は、西

日本レジコート㈱、大日本プラス

チックス㈱、徳山ポリプロ㈲、韓

徳化学㈱、徳山東芝セラミックス

㈱、天津フィガロ電子有限公司、

Oriental Silicas Corp.、山陽徳

山生コンクリート㈱、中国生コン

クリート㈱、Southern Cross 

Cement Corp.である。 

Oriental Silicas Corp.は、株式

を取得したことにより、持分法適

用関連会社となった。 

前連結会計年度まで持分法適用関

連会社であった南部化成㈱は、株

式売却に伴い、関連会社ではなく

なったため、当中間連結会計期間

より持分法適用関連会社より除外

した。 

主要な持分法適用関連会社は、西

日本レジコート㈱、大日本プラス

チックス㈱、徳山ポリプロ㈱、韓

徳化学㈱、徳山東芝セラミックス

㈱、天津フィガロ電子有限公司、

Oriental Silicas Corp.、山陽徳

山生コンクリート㈱、中国生コン

クリート㈱、Southern Cross 

Cement Corp.である。 

  

主要な持分法適用関連会社は、西

日本レジコート㈱、大日本プラス

チックス㈱、徳山ポリプロ㈱、韓

徳化学㈱、徳山東芝セラミックス

㈱、天津フィガロ電子有限公司、

Oriental Silicas Corp.、山陽徳

山生コンクリート㈱、中国生コン

クリート㈱、Southern Cross 

Cement Corp.である。 

Oriental Silicas Corp.は、株式

を取得したことにより、当連結会

計年度より持分法適用関連会社と

なった。 

徳山ポリプロ㈲については、当連

結会計年度中に株式会社化したこ

とにより、社名を徳山ポリプロ㈱

に変更した。 

前連結会計年度まで持分法適用関

連会社であった南部化成㈱は、株

式売却に伴い関連会社ではなくな

ったため、当連結会計年度より持

分法適用関連会社より除外した。 

  (ロ) 持分法を適用していない関

連会社（讃岐塩業㈱他）は、それ

ぞれ中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象

から除いても中間連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外した。 

(ロ) 持分法を適用していない非

連結子会社（Siam Silica 

Co.,Ltd.、及びその他１社）及び

関連会社（大分鉱業㈱他）は、中

間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除い

ても中間連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外した。 

(ロ) 持分法を適用していない非

連結子会社（Siam Silica 

Co.,Ltd.）及び関連会社（讃岐塩

業㈱他）は、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外し

た。 

  (ハ)持分法適用関連会社のうち、

中間決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を使

用している。 

  

(ハ)    同左 (ハ)持分法適用関連会社のうち、

決算日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用している。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

連結子会社のうち、天津陽光塑料

有限公司、上海徳山塑料有限公

司、㈱エイアンドティー、

Tokuyama Siam Silica 

Co.,Ltd.、台湾徳亞瑪股份有限公

司、Tokuyama Electronic 

Chemicals Pte.Ltd.、Eurodia 

Industrie S.A.、Tokuyama Asia 

Pacific Pte.Ltd.他５社の中間決

算日は６月30日である。 

中間連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っている。 

  

連結子会社のうち、天津陽光塑料

有限公司、上海徳山塑料有限公

司、㈱エイアンドティー、

Tokuyama Siam Silica 

Co.,Ltd.、台湾徳亞瑪股份有限公

司、Tokuyama Electronic 

Chemicals Pte.Ltd.、Eurodia 

Industrie S.A.、Tokuyama 

Europe GmbH他４社の中間決算日

は６月30日である。 

中間連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っている。 

  

連結子会社のうち、天津陽光塑料

有限公司、上海徳山塑料有限公

司、㈱エイアンドティー、

Tokuyama Siam Silica 

Co.,Ltd.、台湾徳亞瑪股份有限公

司、Tokuyama Electronic 

Chemicals Pte.Ltd.、Eurodia 

Industrie S.A.、Tokuyama 

Europe GmbH他４社の決算日は12

月31日である。 

連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っている。 

４．会計処理基準に関する

事項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

  満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

  …償却原価法（定額法） …同左 …同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

…同左 …期末決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  …移動平均法による原価法 …同左 …同左 

  ②デリバティブ ②デリバティブ ②デリバティブ 

  …時価法 …同左 …同左 

  ③たな卸資産 ③たな卸資産 ③たな卸資産 

  …主として移動平均法によ

る低価法 

…同左 …同左 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

  建物  …主として定額法 

建物以外…主として定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物 

…２～75年 

機械装置及び運搬具 

…２～17年 

  

同左 同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

  鉱業権は生産高比例法、その

他は定額法を採用している。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用している。 

同左 同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計

上している。 

同左 同左 

  ②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

  従業員の次回賞与支給に備え

るため、当中間連結会計期間

負担分を支給見込額基準によ

り計上している。 

同左 従業員の次回賞与支給に備え

るため、当連結会計年度負担

分を支給見込額基準により計

上している。 

  ③修繕引当金 ③修繕引当金 ③修繕引当金 

  製造設備の定期的修繕に備え

るため、個別に修繕費用を算

定し計上している。 

同左 同左 

  ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

している。 

連結子会社の会計基準変更時

差異については、５年による

均等額を費用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時

に費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（16年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

いる。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

している。 

過去勤務債務は、その発生時

に費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（16年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

いる。 

  

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、計上して

いる。 

連結子会社の会計基準変更時

差異については、５年による

均等額を費用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時

に費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（16年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

いる。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、「役員退職金規

定」に基づく当中間連結会計

期間末要支給額を計上してい

る。 

同左 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、「役員退職金規

定」に基づく期末要支給額を

計上している。 

  ⑥投資等評価引当金 ⑥投資等評価引当金 ⑥投資等評価引当金 

  投資先の資産状態等を検討し

て計上している。 

同左 同左 

  (ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。 

なお、在外子会社等の資産及

び負債は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整

勘定に含めている。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。 

なお、在外子会社等の資産及

び負債は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に

含めている。 

  (ホ)重要なリース取引の処理方法 (ホ)重要なリース取引の処理方法 (ホ)重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

同左 同左 

  (へ)重要なヘッジ会計の方法 (へ)重要なヘッジ会計の方法 (へ)重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、

特例処理によっている。 

同左 同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間連結会計期間にヘッジ

会計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は、以下のとおり

である。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…社債 

同左 当連結会計年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は、以下のとおりであ

る。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…社債 

  ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

  金利変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしている。 

同左 同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の

評価を省略している。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (ト)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ト)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ト)その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっている。 同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなる。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同適用指針

を適用している。これにより税金等調整前中

間純利益は1,401百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除している。 

  

────── 

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計処理の変更） 

一部の連結子会社において、従来売上原価

として処理していた物流費用及び情報システ

ム関連費用を、当連結会計年度より販売費及

び一般管理費で処理する方法に変更してい

る。 

この変更は、情報システム部門の分社化と

物流連結子会社への物流業務委託の増加に伴

い、当該費用の金額的重要性が増してきたこ

とから、当該連結子会社以外の物流費用及び

情報システム関連費用との整合性を図り、経

営指標等を適切に表示することを目的として

行ったものである。 

この変更により、従来の方法によった場合

に比べ、当中間連結会計期間の売上総利益が

3,201百万円増加しているが、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益に与える

影響はない。 

また、セグメント情報に与える影響はな

い。 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用指針を適

用している。これにより税金等調整前当期純

利益は1,401百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除している。 

  

────── 

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間において、営業外費用の「雑支

出」に含めて表示していた休止部門費（前中間連結会計

期間 227百万円）は、営業外費用の10／100を超えるた

め、当中間連結会計期間より区分掲記している。 

  



  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産 ※１ 有形固定資産 ※１ 有形固定資産 
  

減価償却累計額 368,848 百万円
 
減価償却累計額 379,445 百万円 減価償却累計額 372,536 百万円

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 
  
  百万円 百万円

たな卸資産 55 (   －)

建物及び構築物 15,966 ( 13,287)

機械装置及び運搬具 22,003 ( 20,554)

工具・器具・備品 1 (   －)

土地 7,274 ( 4,831)

投資有価証券 508 (   －)

その他投資 297 (   －)

合計 46,107 ( 38,672)

 
  百万円 百万円

たな卸資産 22 (   －)

建物及び構築物 13,522 ( 12,372)

機械装置及び運搬具 18,753 ( 17,649)

工具・器具・備品 1 (   －)

土地 6,236 ( 4,831)

投資有価証券 308 (   －)

その他投資 293 (   －)

合計 39,139 ( 34,853)

  百万円 百万円

たな卸資産 45 (   －)

建物及び構築物 13,951 ( 12,784)

機械装置及び運搬具 19,929 ( 18,825)

工具・器具・備品 1 (   －)

土地 7,274 ( 4,831)

投資有価証券 608 (   －)

その他投資 295 (   －)

合計 42,106 ( 36,441)

担保付債務 担保付債務 担保付債務 
  
  百万円 百万円

短期借入金 2,148 (  387)

長期借入金 5,391 ( 3,226)

その他 14 (   －)

合計 7,554 ( 3,613)

 
  百万円 百万円

短期借入金 1,778 (  313)

長期借入金 4,265 ( 2,914)

その他 14 (   －)

合計 6,058 ( 3,227)

  百万円 百万円

短期借入金 1,879 (  313)

長期借入金 4,646 ( 3,070)

その他 14 (   －)

合計 6,540 ( 3,383)

上記のうち（ ）内金額は財団抵当及び

当該債務である。 

上記のうち（ ）内金額は財団抵当及び

当該債務である。 

上記のうち（ ）内金額は財団抵当及び

当該債務である。 

※３ 圧縮記帳 ※３ 圧縮記帳 ※３ 圧縮記帳 

 有形固定資産の取得価額から控除し

ている国庫補助金等による圧縮記帳累

計額は481百万円であり、その内訳は

建物及び構築物200百万円、機械装置

及び運搬具229百万円、工具・器具・

備品51百万円である。 

 有形固定資産の取得価額から控除し

ている国庫補助金等による圧縮記帳累

計額は2,325百万円であり、その内訳

は建物及び構築物1,328百万円、機械

装置及び運搬具889百万円、工具・器

具・備品107百万円である。 

 この内、収用等による当期圧縮額は

274百万円である。 

 有形固定資産の取得価額から控除し

ている国庫補助金等による圧縮記帳累

計額は1,755百万円であり、その内訳

は建物及び構築物1,172百万円、機械

装置及び運搬具531百万円、工具・器

具・備品51百万円である。 

 この内、収用等による当期圧縮額は

1,215百万円である。 

４ 偶発債務 ４ 偶発債務 ４ 偶発債務 

（1）保証債務 （1）保証債務 （1）保証債務 
  

①保証 4,211 百万円
 
①保証 3,703 百万円 ①保証 3,965 百万円

このうち主なものは、連結会社以外

の下記会社等の銀行借入金等に対す

る保証である。 

このうち主なものは、連結会社以外

の下記会社等の銀行借入金等に対す

る保証である。 

このうち主なものは、連結会社以外

の下記会社等の銀行借入金等に対す

る保証である。 
  

徳山ポリプロ㈲ 3,285 百万円

従業員 513 百万円

 
徳山ポリプロ㈱ 2,860 百万円

従業員 471 百万円

徳山ポリプロ㈱ 3,072 百万円

従業員 500 百万円

  
②保証予約 1,477 百万円

 
②保証予約 1,249 百万円 ②保証予約 1,330 百万円

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証予約であ

る。 

内訳は、下記会社の銀行借入金等に

対する保証予約である。 

内訳は、下記会社の銀行借入金等に

対する保証予約である。 

  
タイコー㈱ 735 百万円

山口エコテック㈱ 704 百万円

 
山口エコテック㈱ 640 百万円

タイコー㈱ 609 百万円

山口エコテック㈱ 672 百万円

タイコー㈱ 658 百万円

  
③経営指導念書 154 百万円

 
③経営指導念書 9 百万円 ③経営指導念書 178 百万円



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

（2）社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務 

────── （2）社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務 

次の社債については、下記金融機関と

の間に締結した債務履行引受契約に基づ

き債務の履行を委任している。 

しかし、社債権者に対する当社の社債

償還義務は社債償還完了時まで存続す

る。 

  次の社債については、下記金融機関と

の間に締結した債務履行引受契約に基づ

き債務の履行を委任している。 

しかし、社債権者に対する当社の社債

償還義務は社債償還完了時まで存続す

る。 
  

銘柄 
債務履行
の引受金
融機関 

契約日 残高 

第14回無
担保普通
社債 

㈱東京三
菱銀行 

平成15年
５月23日 

百万円
5,000 

  

銘柄
債務履行
の引受金
融機関 

契約日 残高 

第14回無
担保普通
社債 

㈱東京三
菱銀行 

平成15年
５月23日 

百万円 
5,000 

  
５ 受取手形割引高 149 百万円

受取手形裏書譲渡高 185 百万円

 

  

５ 受取手形裏書譲渡高 337 百万円

  

５ 受取手形裏書譲渡高 348 百万円

６ 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行８行と貸出コミッ

トメント契約を締結している。 

当中間連結会計期間末における借入未

実行残高等は次のとおりである。 

６       同左 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行８行と貸出コミッ

トメント契約を締結している。 

当連結会計年度末における借入未実行

残高等は次のとおりである。 
  
貸出コミットメント
の総額 

13,000 百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 13,000 百万円

  貸出コミットメント
の総額 

13,000 百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 13,000 百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費のうち主要な費目及び金額 ※１ 販売費のうち主要な費目及び金額 ※１ 販売費のうち主要な費目及び金額 
  

製品運送費 8,670 百万円

出荷諸経費 2,223 百万円

給与手当 2,128 百万円

賞与引当金繰入額 283 百万円

修繕引当金繰入額 173 百万円

退職給付引当金繰入

額 

161 百万円

 
製品運送費 10,275 百万円

出荷諸経費 2,663 百万円

給与手当 2,250 百万円

賞与引当金繰入額 314 百万円

退職給付引当金繰入

額 

177 百万円

修繕引当金繰入額 9 百万円

製品運送費 17,809 百万円

給与手当 4,521 百万円

出荷諸経費 4,417 百万円

修繕引当金繰入額 339 百万円

退職給付引当金繰入

額 

334 百万円

賞与引当金繰入額 316 百万円

※２ 一般管理費のうち主要な費目及び金

額 

※２ 一般管理費のうち主要な費目及び金

額 

※２ 一般管理費のうち主要な費目及び金

額 
  

技術研究費 3,711 百万円

給与手当 1,357 百万円

賞与引当金繰入額 219 百万円

退職給付引当金繰入

額 

141 百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 

89 百万円

 
技術研究費 3,829 百万円

給与手当 1,420 百万円

賞与引当金繰入額 250 百万円

退職給付引当金繰入

額 

159 百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 

78 百万円

技術研究費 7,579 百万円

給与手当 2,964 百万円

退職給付引当金繰入

額 

274 百万円

賞与引当金繰入額 229 百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 

176 百万円

(技術研究費には、賞与引当金繰入額 

218百万円、退職給付引当金繰入額106

百万円を含んでいる。) 

(技術研究費には、賞与引当金繰入額 

257百万円、退職給付引当金繰入額109

百万円を含んでいる。) 

(技術研究費には、賞与引当金繰入額 

487百万円、退職給付引当金繰入額216

百万円を含んでいる。) 



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※３ 減損損失 ────── ※３ 減損損失 

 当社グループは、事業の区分をもとに、

概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位にて資産のグルーピングを行

っており、当中間連結会計期間において、

以下の遊休資産グループについて減損損失

を計上した。 

   当社グループは、事業の区分をもとに、

概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位にて資産のグルーピングを行

っており、当連結会計年度において、以下

の遊休資産グループについて減損損失を計

上した。 
  

用途 種類 場所 減損損失額 

工場用地 
土地
(遊休) 

長野県 
東御市 

699百万円

宮崎県 
日向市 

391 

岩手県 
水沢市 

31 

愛媛県 
温泉郡 
重信町 

22 

製造設備 
建設仮
勘定 

山口県 
周南市 

257 

計 1,401 

 

用途 種類 場所 減損損失額 

工場用地
土地
(遊休)

長野県 
東御市 

699百万円 

宮崎県 
日向市 

391 

岩手県 
水沢市 

31 

愛媛県 
東温市 

22 

製造設備
建設仮
勘定 

山口県 
周南市 

257 

計 1,401 

 上記の土地（遊休）は、地価の継続的な

下落により、帳簿価額と時価に著しい乖離

が見られるため、また、建設仮勘定は、建

設が中断している製造設備について今後の

具体的な使用計画が不透明となり、投資額

の回収は困難と予想されるため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上している。 

 回収可能価額は正味売却価額により測定

している。土地については、主なものは不

動産鑑定士による評価額、それ以外は固定

資産税評価額に一定の調整を加えて測定し

ており、建設仮勘定については、処分見込

価額から処分見込費用を控除して測定して

いる。 

   上記の土地（遊休）は、地価の継続的な

下落により、帳簿価額と時価に著しい乖離

が見られるため、また、建設仮勘定は、建

設が中断している製造設備について今後の

具体的な使用計画が不透明となり、投資額

の回収は困難と予想されるため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上している。 

 回収可能価額は正味売却価額により測定

している。土地については、主なものは不

動産鑑定士による評価額、それ以外は固定

資産税評価額に一定の調整を加えて測定し

ており、建設仮勘定については、処分見込

価額から処分見込費用を控除して測定して

いる。 

※４ 当中間連結会計期間における税金費

用については、簡便法により計算して

いるため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表示

している。 

※４      同左 ────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 
  
現金及び預金勘定 17,815 百万円

有価証券 500 百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△322 百万円

現金及び現金同等物 17,993 百万円

 
現金及び預金勘定 16,707 百万円

有価証券 － 百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△448 百万円

現金及び現金同等物 16,259 百万円

現金及び預金勘定 15,028 百万円

有価証券 0 百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△227 百万円

現金及び現金同等物 14,800 百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

515 247 268

工具・器
具・備品 

2,222 1,351 870

合計 2,738 1,599 1,139

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

609 291 317

工具・器
具・備品 

1,727 882 844

合計 2,337 1,174 1,162

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

516 268 247 

工具・器
具・備品 

2,157 1,382 775 

合計 2,674 1,651 1,022 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してい

る。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 471 百万円

１年超 667 百万円

合計 1,139 百万円

  
１年内 427 百万円

１年超 735 百万円

合計 1,162 百万円

１年内 401 百万円

１年超 621 百万円

合計 1,022 百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
  
支払リース料 307 百万円

減価償却費相当額 307 百万円

  
支払リース料 239 百万円

減価償却費相当額 239 百万円

支払リース料 589 百万円

減価償却費相当額 589 百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

       該当事項なし 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

       該当事項なし 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 9,190 28,036 18,845 

(2）債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 9,190 28,036 18,845 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,549 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 9,290 39,140 29,849 

(2）債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 9,290 39,140 29,849 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 2,558 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

       該当事項なし 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

  

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 9,219 32,079 22,860 

(2）債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 9,219 32,079 22,860 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 2,539 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
（百万円） 

時価（百万円） 評価損益（百万円）

金利 スワップ取引 5,000 △218 △218 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
（百万円） 

時価（百万円） 評価損益（百万円）

金利 スワップ取引 20,000 △393 △393 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
（百万円） 

時価（百万円） 評価損益（百万円）

金利 スワップ取引 20,000 △409 △409 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っている。 

  
化学品事業 
（百万円） 

特殊品事業
（百万円） 

セメント建
材その他の
事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 44,726 31,723 35,410 111,860 － 111,860

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

699 84 3,067 3,851 (3,851) －

計 45,425 31,808 38,477 115,712 (3,851) 111,860

営業費用 42,205 27,879 37,163 107,247 (2,405) 104,842

営業利益 3,220 3,929 1,314 8,464 (1,446) 7,018

  
化学品事業 
（百万円） 

特殊品事業
（百万円） 

セメント建
材その他の
事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 48,715 35,409 39,661 123,787 － 123,787

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

725 32 4,185 4,942 (4,942) －

計 49,440 35,441 43,847 128,729 (4,942) 123,787

営業費用 45,819 28,748 42,402 116,970 (3,560) 113,410

営業利益 3,621 6,692 1,444 11,758 (1,381) 10,377

  
化学品事業 
（百万円） 

特殊品事業
（百万円） 

セメント建
材その他の
事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 95,771 67,155 74,626 237,552 － 237,552

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,508 114 6,968 8,591 (8,591) －

計 97,279 67,269 81,594 246,144 (8,591) 237,552

営業費用 88,714 58,040 78,337 225,092 (5,712) 219,379

営業利益 8,565 9,229 3,257 21,051 (2,878) 18,172



２．各事業の主要な製品等 

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりである。 

  

  (1) 化学品事業 … 苛性ソーダ、ソーダ灰、塩化カルシウム、珪酸ソーダ、塩化ビニルモノマー・ポ

リマー、酸化プロピレン、イソプロピルアルコール、メチレンクロライド、二軸

延伸ポリプロピレンフィルム、共押出多層フィルム、無延伸ポリプロピレンフィ

ルム、微多孔質フィルム 

  (2) 特殊品事業 … 多結晶シリコン、湿式シリカ、乾式シリカ、窒化アルミニウム、歯科器材、医農

薬中間体、プラスチックレンズ関連材料、イオン交換樹脂膜、金属洗浄用薬品、

電子工業用高純度薬品、環境関連装置、医療診断システム、半導体ガスセンサ 

  (3) セメント建材 

その他の事業 

… 普通ポルトランドセメント、早強ポルトランドセメント、高炉セメント、生コン

クリート、プラスチックサッシ、セメント系固化材、廃棄物処理 

  
前中間連結
会計期間 

当中間連結
会計期間 

前連結会計
年度 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配
賦不能営業費用の金額 
（百万円） 

1,446 1,381 2,878 提出会社の基礎研究開発にかかる費用



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略して

いる。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりである。 

   アジア ： 中国、韓国、台湾 

   その他 ： 欧州、北米 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 12,417 4,680 17,098 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 111,860 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 11.1 4.2 15.3 

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,095 5,054 19,150 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 123,787 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 11.4 4.1 15.5 

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 26,657 10,671 37,328 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 237,552 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 11.2 4.5 15.7 



（１株当たり情報） 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 487.87 564.73 528.35 

１株当たり中間（当期）純

利益金額（円） 
9.03 22.25 43.01 

  前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,296 5,655 11,012 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － 72 

 （うち利益処分による取

締役賞与金） 
(－) (－) (72) 

普通株式に係る中間（当

期）純利益（百万円） 
2,296 5,655 10,939 

普通株式の期中平均株式数

（千株） 
254,410 254,161 254,351 



（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 当社は、平成12年５月30日にポリプロピレンの販売に関する価格カルテルの疑いで、公正取引委員会の調査を受けた。平

成13年５月30日には違法な価格カルテルを結んだとして独占禁止法に基づく排除勧告を受けたが、当社としては内容に疑義

があるためこれを応諾せず、現在審判手続きで係争中である。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── 

  

当社は平成17年９月26日開催の取締役会に

おいて、新株式発行に関して決議し、平成

17年10月13日を払込期日とする公募増資

（一般募集）を実施した。その概要は以下

のとおりである。 

１．発行する株式の種類及び数 

        普通株式 18,000,000株 

２．発行価額  １株につき 1,033.52円 

３．発行価額総額     18,603百万円 

４．資本組入総額      9,306百万円 

５．配当起算日    平成17年10月１日 

６．資金の使途 全額設備投資資金に充当 

  

また、当社は平成17年９月26日開催の取締

役会の決議に基き、オーバーアロットメン

トによる当社株式の売出しに関連する、平

成17年11月４日を払込期日とする第三者割

当増資を実施した。その概要は以下のとお

りである。 

１．発行する株式の種類及び数 

 普通株式 2,700,000株 

２．発行価額  １株につき 1,033.52円 

３．発行価額総額      2,790百万円 

４．資本組入総額      1,395百万円 

５．配当起算日    平成17年10月１日 

６．割当先及び株式数 

  三菱ＵＦＪ証券株式会社 2,700,000株 

７．資金の使途 全額設備投資資金に充当 

  

────── 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   12,398  11,876 10,101  

２．受取手形   5,972  5,615 7,062  

３．売掛金   35,268  35,348 37,656  

４．有価証券   550  49 49  

５．たな卸資産   13,963  14,873 12,525  

６．短期貸付金   7,116  12,912 11,951  

７．繰延税金資産   3,202  2,477 2,477  

８．その他   4,142  2,943 4,211  

９．貸倒引当金   △2,689  △1,166 △1,066  

流動資産合計    79,926 32.1 84,928 31.6  84,970 32.9

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 
※1,2 
3 

    

(1）建物   17,726  17,569 17,549  

(2）構築物   8,225  7,841 7,941  

(3）機械装置   54,926  53,443 53,874  

(4）土地   23,997  24,401 23,928  

(5）建設仮勘定   4,778  8,588 5,024  

(6）その他   2,798  2,624 2,790  

有形固定資産合計   112,452  114,469 111,110  

２．無形固定資産   492  505 483  

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券 ※２ 51,865  58,906 51,838  

(2）その他   14,468  14,573 14,216  

(3）投資等評価引当
金 

  △9,444  △3,886 △3,896  

(4）貸倒引当金   △588  △319 △404  

投資その他の資産
合計 

  56,302  69,274 61,755  

固定資産合計    169,246 67.9 184,250 68.4  173,349 67.1

資産合計    249,172 100.0 269,179 100.0  258,320 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   20,441  22,296 22,544  

２．短期借入金   6,909  6,906 6,713  

３．コマーシャルペー
パー 

  5,500  － 3,000  

４．一年以内償還の社
債 

  －  4,800 －  

５．未払法人税等   2,078  2,774 1,655  

６．預り金   4,424  4,976 4,621  

７．賞与引当金   1,473  1,516 1,470  

８．修繕引当金   3,432  4,236 3,595  

９．その他   9,994  12,701 11,349  

流動負債合計    54,253 21.8 60,208 22.4  54,949 21.3

Ⅱ 固定負債       

１．社債   34,800  30,000 34,800  

２．長期借入金   29,575  28,407 29,157  

３．退職給付引当金   7,955  7,921 7,338  

４．役員退職慰労引当
金 

  294  372 335  

５．繰延税金負債   2,865  9,227 6,404  

６．その他   430  10 10  

固定負債合計    75,921 30.4 75,938 28.2  78,046 30.2

負債合計    130,174 52.2 136,146 50.6  132,995 51.5

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    19,273 7.8 19,273 7.2  19,273 7.5

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   23,495  23,495 23,495  

２．その他資本剰余金   0  2 1  

資本剰余金合計    23,495 9.4 23,497 8.7  23,496 9.1

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   4,122  4,122 4,122  

２．任意積立金   54,166  60,675 54,166  

３．中間（当期）未処
分利益 

  6,971  8,182 11,009  

利益剰余金合計    65,259 26.2 72,979 27.1  69,297 26.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   11,186 4.5 17,719 6.6  13,561 5.2

Ⅴ 自己株式    △217 △0.1 △438 △0.2  △306 △0.1

資本合計    118,998 47.8 133,032 49.4  125,324 48.5

負債資本合計    249,172 100.0 269,179 100.0  258,320 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    72,508 100.0 80,524 100.0  155,403 100.0

Ⅱ 売上原価    49,314 68.0 53,806 66.8  105,374 67.8

売上総利益    23,194 32.0 26,718 33.2  50,029 32.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   19,234 26.5 19,729 24.5  39,733 25.6

営業利益    3,959 5.5 6,988 8.7  10,295 6.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,318 3.2 2,639 3.2  3,965 2.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  2,764 3.8 3,074 3.8  5,573 3.6

経常利益    3,513 4.9 6,554 8.1  8,688 5.6

Ⅵ 特別利益 ※３  2,604 3.6 1,066 1.4  7,295 4.7

Ⅶ 特別損失 ※4,5  1,701 2.4 632 0.8  3,792 2.5

税引前中間（当
期）純利益 

   4,416 6.1 6,988 8.7  12,191 7.8

法人税、住民税及
び事業税 

※６ 1,597  2,479 1,920  

法人税等調整額   － 1,597 2.2 － 2,479 3.1 2,650 4,570 2.9

中間（当期）純利
益 

   2,819 3.9 4,509 5.6  7,620 4.9

前期繰越利益    4,151 3,672  4,151 

中間配当額    － －  763 

中間（当期）未処
分利益 

   6,971 8,182  11,009 

              



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

  …償却原価法（定額法） …同左 …同左 

  子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  …移動平均法による原価法 …同左 …同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

…同左 …期末日の市場価格等に基づ

く時価法 

  （評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  （評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  …移動平均法による原価法 …同左 …同左 

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  …時価法 …同左 …同左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

…移動平均法による低価法 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

建物…定額法 

建物以外…定率法 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。 

建物…３～50年 

構築物…２～75年 

機械装置…２～17年 

同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  鉱業権…生産高比例法 

ソフトウェア…定額法 

特許権使用権…算術級数法 

その他…定額法 

なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

を採用している。 

      同左       同左 

  (3）長期前払費用…定額法 (3）長期前払費用…同左 (3）長期前払費用…同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。 

同左 同左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の次回賞与支給に備える

ため、当中間期負担分を支給見

込額基準により計上している。 

同左 従業員の次回賞与支給に備える

ため、当期負担分を支給見込額

基準により計上している。 

  (3）修繕引当金 (3）修繕引当金 (3）修繕引当金 

  製造設備の定期的修繕に備える

ため、個別に修繕費用を算定し

計上している。 

同左 同左 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

過去勤務債務は、その発生時に

費用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（16年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としている。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

過去勤務債務は、その発生時に

費用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（16年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としている。 

  (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

るため、「役員退職金規定」に

基づく中間期末要支給額を計上

している。 

同左 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、「役員退職金規定」に

基づく期末要支給額を計上して

いる。 

  (6）投資等評価引当金 (6）投資等評価引当金 (6）投資等評価引当金 

  投資先の資産状態等を検討して

計上している。 

同左 同左 

４．外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基

準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

している。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処

理によっている。 

同左 同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間会計期間にヘッジ会計を

適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりである。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…社債 

同左 当事業年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりである。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…社債 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  金利変動リスクを一定の範囲内

でヘッジしている。 

同左 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価

を省略している。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損損失に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）

が平成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当中間会計期間から同

会計基準及び同適用指針を適用してい

る。これにより税引前中間純利益は、

1,370百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除している。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）

が平成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当事業年度から同会計

基準及び同適用指針を適用している。こ

れにより税引前当期純利益は、1,370百万

円減少している。 

  なお、減損損失累計額については、改

正後の財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除している。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産 ※１ 有形固定資産 ※１ 有形固定資産 
  

減価償却累計額 319,115 百万円
 
減価償却累計額 327,344 百万円 減価償却累計額 321,892 百万円

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２  担保資産 
  
  百万円 百万円

建物 7,896 ( 7,896)

構築物 5,390 ( 5,390)

機械装置 20,554 ( 20,554)

土地 4,831 ( 4,831)

投資有価証券 508 (   －)

合計 39,180 (38,672)

 
  百万円 百万円

建物 7,440 ( 7,440)

構築物 4,932 ( 4,932)

機械装置 17,649 ( 17,649)

土地 4,831 ( 4,831)

投資有価証券 308 (   －)

合計 35,162 ( 34,853)

  百万円 百万円

建物 7,636 ( 7,636)

構築物 5,147 ( 5,147)

機械装置 18,825 ( 18,825)

土地 4,831 ( 4,831)

投資有価証券 608 (   －)

合計 37,049 ( 36,441)

担保付債務 担保付債務 担保付債務 
  
  百万円 百万円

短期借入金 423 (  387)

長期借入金 3,352 ( 3,226)

その他 14 (   －)

合計 3,789 ( 3,613)

 
  百万円 百万円

短期借入金 349 (  313)

長期借入金 3,004 ( 2,914)

その他 14 (   －)

合計 3,367 ( 3,227)

  百万円 百万円

短期借入金 349 (  313)

長期借入金 3,178 ( 3,070)

その他 14 (   －)

合計 3,541 ( 3,383)

上記のうち（ ）内金額は財団抵当及び

当該債務である。 

上記のうち（ ）内金額は財団抵当及び

当該債務である。 

上記のうち（ ）内金額は財団抵当及び

当該債務である。 

※３ 圧縮記帳 ※３ 圧縮記帳 ※３ 圧縮記帳 

 有形固定資産の取得価額から控除し

ている国庫補助金等による圧縮記帳累

計額は481百万円であり、その内訳は

建物119百万円、構築物80百万円、機

械装置229百万円、その他51百万円で

ある。 

 有形固定資産の取得価額から控除し

ている国庫補助金等による圧縮記帳累

計額は2,325百万円であり、その内訳

は建物200百万円、構築物1,128百万

円、機械装置889百万円、工具・器

具・備品107百万円である。 

 この内、収用等による当期圧縮額は

274百万円である。 

 有形固定資産の取得価額から控除し

ている国庫補助金等による圧縮記帳累

計額は1,755百万円であり、その内訳

は建物200百万円、構築物972百万円、

機械装置531百万円、工具・器具・備

品51百万円である。 

 この内、収用等による当期圧縮額は

1,215百万円である。 

４ 偶発債務 ４ 偶発債務 ４ 偶発債務 

（1）保証債務 （1）保証債務 （1）保証債務 
  

①保証 13,007 百万円
 
①保証 9,587 百万円 ①保証 10,150 百万円

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証である。 

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証である。 

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証である。 
  

  

新第一塩ビ㈱ 5,666 百万円

徳山ポリプロ㈲ 3,285 百万円

天津陽光塑料有限公
司 

1,479 百万円

 

  

徳山ポリプロ㈱ 2,860 百万円

新第一塩ビ㈱ 2,812 百万円

天津陽光塑料有限公
司 

1,498 百万円

新第一塩ビ㈱ 3,189 百万円

徳山ポリプロ㈱ 3,072 百万円

天津陽光塑料有限公
司 1,438 百万円

  
②保証予約 2,480 百万円

 
②保証予約 1,365 百万円 ②保証予約 1,505 百万円

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証予約であ

る。 

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証予約であ

る。 

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証予約であ

る。 
  

タイコー㈱  735 百万円
 

山口エコテック㈱ 640 百万円 山口エコテック㈱ 672 百万円



  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

  
③経営指導念書 1,476 百万円

 
③経営指導念書 342 百万円 ③経営指導念書 770 百万円

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証予約であ

る。 

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証予約であ

る。 

このうち主なものは、下記会社の銀

行借入金等に対する保証予約であ

る。 
  

  
サン・トックス㈱  630 百万円

 
台湾徳亞瑪股份有限

公司 
191百万円

台湾徳亞瑪股份有限

公司 
327 百万円

（2）社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務 

────── （2）社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務 

次の社債については、下記金融機関と

の間に締結した債務履行引受契約に基づ

き債務の履行を委任している。 

しかし、社債権者に対する当社の社債

償還義務は社債償還完了時まで存続す

る。 

  次の社債については、下記金融機関と

の間に締結した債務履行引受契約に基づ

き債務の履行を委任している。 

しかし、社債権者に対する当社の社債 

  償還義務は社債償還完了時まで存続す 

  る。 
  

  

銘柄 
債務履行
の引受金
融機関 

契約日 残高 

第14回無
担保普通
社債 

㈱東京三
菱銀行 

平成15年
５月23日 

百万円
5,000 

  

銘柄
債務履行
の引受金
融機関 

契約日 残高 

第14回無
担保普通
社債 

㈱東京三
菱銀行 

平成15年
５月23日 

百万円 
5,000 

５ 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行８行と貸出コミッ

トメント契約を締結している。 

当中間期末日における借入未実行残高

等は次のとおりである。 

５       同左 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行８行と貸出コミッ

トメント契約を締結している。 

これら契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりである。 
  

貸出コミットメント
の総額 

13,000 百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 13,000 百万円

  貸出コミットメント
の総額 

13,000 百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 13,000 百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要項目 ※１ 営業外収益のうち主要項目 ※１ 営業外収益のうち主要項目 
  

受取利息 71 百万円

受取配当金 771 百万円

 
受取利息 83 百万円

受取配当金 920 百万円

受取利息 164 百万円

受取配当金 960 百万円

※２ 営業外費用のうち主要項目 ※２ 営業外費用のうち主要項目 ※２ 営業外費用のうち主要項目 
  

支払利息 339 百万円

社債利息 445 百万円

出向者労務費差額負

担 

936 百万円

 

  

支払利息 308 百万円

社債利息 333 百万円
  

支払利息 650 百万円

社債利息 791 百万円

※３ 特別利益のうち主要項目 ────── ※３ 特別利益のうち主要項目 
  

投資有価証券売却益 1,142 百万円

関係会社貸倒引当金

等戻入額 

1,070 百万円

   

  

関係会社貸倒引当金

等戻入額 

3,637 百万円

※４ 特別損失のうち主要項目 ────── ────── 
  

減損損失 1,370 百万円
     



  

  

  次へ 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５ 減損損失 ────── ※５ 減損損失 

当社は、事業の区分をもとに、概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位にて資産のグルーピングを行っ

ており、当中間会計期間において、以下

の遊休資産グループについて減損損失を

計上した。 

  当社は、事業の区分をもとに、概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位にて資産のグルーピングを行っ

ており、当事業年度において、以下の遊

休資産グループについて減損損失を計上

した。 
  

  

用途 種類 場所 減損損失額 

工場用地 
土地 
(遊休) 

長野県 
東御市 

699百万円

宮崎県 
日向市 

391 

愛媛県 
温泉郡 
重信町 

22 

製造設備 
建設仮
勘定 

山口県 
周南市 

257 

計 1,370 

    

  

用途 種類 場所 減損損失額 

工場用地
土地
(遊休)

長野県 
東御市 

699百万円 

宮崎県 
日向市 

391 

愛媛県 
東温市 

22 

製造設備
建設仮
勘定 

山口県 
周南市 

257 

計 1,370 

 上記の土地（遊休）は、地価の継続的

な下落により、帳簿価額と時価に著しい

乖離が見られるため、また、建設仮勘定

は、建設が中断している製造設備につい

て今後の具体的な使用計画が不透明とな

り、投資額の回収は困難と予想されるた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上している。 

 回収可能価額は正味売却価額により測

定している。土地については、主なもの

は不動産鑑定士による評価額、それ以外

は固定資産税評価額に一定の調整を加え

て測定しており、建設仮勘定について

は、処分見込価額から処分見込費用を控

除して測定している。 

   上記の土地（遊休）は、地価の継続的

な下落により、帳簿価額と時価に著しい

乖離が見られるため、また、建設仮勘定

は、建設が中断している製造設備につい

て今後の具体的な使用計画が不透明とな

り、投資額の回収は困難と予想されるた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上している。 

 回収可能価額は正味売却価額により測

定している。土地については、主なもの

は不動産鑑定士による評価額、それ以外

は固定資産税評価額に一定の調整を加え

て測定しており、建設仮勘定について

は、処分見込価額から処分見込費用を控

除して測定している。 

※６ 当中間会計期間における税金費用に

ついては、簡便法により計算している

ため、法人税等調整額は「法人税、住

民税及び事業税」に含めて表示してい

る。 

※６       同左 ────── 

７ 減価償却額 ７ 減価償却額 ７ 減価償却額 
  

有形固定資産 6,887 百万円

無形固定資産 45 百万円

 
有形固定資産 6,644 百万円

無形固定資産 44 百万円

有形固定資産 14,499 百万円

無形固定資産 87 百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

147 55 91

その他 678 317 360

合計 825 373 451

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

147 72 74

その他 795 281 513

合計 942 354 587
  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

機械装
置 

147 64 83 

その他 733 295 438 

合計 880 359 521 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

（注）       同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してい

る。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内  125 百万円

１年超 326 百万円

合計 451 百万円

  
１年内 162 百万円

１年超 425 百万円

合計 587 百万円

１年内 140 百万円

１年超 380 百万円

合計 521 百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料  74 百万円

減価償却費相当額 74 百万円

  
支払リース料 86 百万円

減価償却費相当額 86 百万円

支払リース料 151 百万円

減価償却費相当額 151 百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

前事業年度末（平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  
中間貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 655 1,053 398 

関連会社株式 － － － 

合計 655 1,053 398 

  
中間貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 655 1,279 623 

関連会社株式 － － － 

合計 655 1,279 623 

  
貸借対照表計上額
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 655 1,413 758 

関連会社株式 － － － 

合計 655 1,413 758 



（１株当たり情報） 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 467.81 523.58 492.69 

１株当たり中間（当期）純
利益金額（円） 

11.08 17.74 29.71 

  前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,819 4,509 7,620 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － 65 

（うち、利益処分による取

締役賞与金） 
（－） （－） （65） 

普通株式に係る中間（当

期）純利益（百万円） 
2,819 4,509 7,555 

普通株式の期中平均株式数

（千株） 
254,410 254,161 254,351 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── 

  

当社は平成17年９月26日開催の取締役会に

おいて、新株式発行に関して決議し、平成

17年10月13日を払込期日とする公募増資

（一般募集）を実施した。その概要は以下

のとおりである。 

１．発行する株式の種類及び数 

        普通株式 18,000,000株 

２．発行価額  １株につき 1,033.52円 

３．発行価額総額     18,603百万円 

４．資本組入総額      9,306百万円 

５．配当起算日    平成17年10月１日 

６．資金の使途 全額設備投資資金に充当 

  

また、当社は平成17年９月26日開催の取締

役会の決議に基き、オーバーアロットメン

トによる当社株式の売出しに関連する、平

成17年11月４日を払込期日とする第三者割

当増資を実施した。その概要は以下のとお

りである。 

１．発行する株式の種類及び数 

 普通株式 2,700,000株 

２．発行価額  １株につき 1,033.52円 

３．発行価額総額      2,790百万円 

４．資本組入総額      1,395百万円 

５．配当起算日    平成17年10月１日 

６．割当先及び株式数 

  三菱ＵＦＪ証券株式会社 2,700,000株 

７．資金の使途 全額設備投資資金に充当 

  

────── 

  



(2）【その他】 

① 平成17年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(イ）中間配当による配当金の総額…………………… 762百万円 

(ロ）１株当たりの金額………………………………… ３円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成17年12月12日 

 （注） 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。 

  

② 当社は、平成12年５月30日にポリプロピレンの販売に関する価格カルテルの疑いで、公正取引委員会の調査を受けた。平

成13年５月30日には違法な価格カルテルを結んだとして独占禁止法に基づく排除勧告を受けたが、当社としては内容に疑義

があるためこれを応諾せず、現在審判手続きで係争中である。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第141期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

(2）訂正発行登録書 

 平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類 

 平成17年９月26日関東財務局長に提出。 

(4）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

 平成17年９月26日関東財務局長に提出。 

(5）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年10月４日関東財務局長に提出。 

 平成17年９月26日提出の有価証券届出書（一般募集による増資）に係る訂正届出書である。 

(6）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年10月４日関東財務局長に提出。 

 平成17年９月26日提出の有価証券届出書（第三者割当による増資）に係る訂正届出書である。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項なし。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月13日   

株式会社トクヤマ       

  取締役会 御中    

  山口監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神田 忠二郎  印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 竹田 義廣   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社トクヤマの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資家の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社トクヤマ及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から

固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２．（セグメント情報）の事業の種類別セグメント情報の（営業費用配賦方法の変更）に記載のとおり、会社は、当

中間連結会計期間から営業費用の配賦方法を変更している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月13日   

株式会社トクヤマ       

  取締役会 御中    

  山口監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神田 忠二郎  印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 竹田 義廣   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社トクヤマの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資家の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社トクヤマ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、一部の連結子会
社において、従来売上原価に計上していた物流費用及び情報システム関連費用を、当中間連結会計期間から販売費及
び一般管理費に計上することに変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月13日を払込期日とする公募増資（一般募集）及び

平成17年11月４日を払込期日とする第三者割当増資を行った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月13日   

株式会社トクヤマ       

  取締役会 御中    

  山口監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神田 忠二郎  印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 竹田 義廣   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社トクヤマの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第141期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社トクヤマの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月13日   

株式会社トクヤマ       

  取締役会 御中    

  山口監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神田 忠二郎  印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 竹田 義廣   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社トクヤマの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第142期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資家の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社トクヤマの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月13日を払込期日とする公募増資（一般募集）及び平

成17年11月４日を払込期日とする第三者割当増資を行った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 
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